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（様式１）実施報告書 

 

１ 応募者情報 

（１）応募者団体情報 

団体名 大分県 

 

（２）都道府県・政令指定都市からの指定の有無及び連携（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会

に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

①都道府県・政令指定都市からの指定の有無 

（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

○指定の有無 有・無 

○指定の内容 

 

 

②都道府県・政令指定都市との具体的な連携 

（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

 

 

 

２ 事業の概要 

（１） 全体概要 

①事業の名称 外国人受入環境整備事業 

②目的等 

１ 目的 

 大分県の強みである立命館アジア太平洋大学（以下、ＡＰＵ）の日本語教育におけるノウハウを活用し、

市町村や日本語教室、日本語学習支援者等への指導・助言を行うことで、ＡＰＵのノウハウの県下への普及

を図り、日本語学習支援者の拡充、日本語教室活動の活性化、空白市町村の解消、市町村と日本語教室の連

携による地域での運営を目指す。 

 そのために、各種会議の開催、学習支援者の養成を通じて、日本語教室の質の向上と、裾野の拡大を進め

る。中長期的には、地域的な日本語教室の分布や質の格差を解消し、どの地域でも質の高い日本語教育を受

けることのできる環境の実現を目指す。 

 ※１ 立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ） 

   91 ヵ国・地域から約 2,700 名（2020.5.1 現在）の留学生が在籍。留学生数は国内大学第４位。2020 年の開学 

当初から留学生への日本語教育を実施しており、日本語教育における豊富な知識と人材を擁している。 
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２ 本事業を通じて構築を目指す体制の全体像 

【現在の状況：図示も可】 

 

 

【構築を目指す体制：図示も可（上記に構築する体制を追記）】 
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（２）令和４年度事業の概要 

①事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日（１２ヶ月） 

②前年度までの年次計画における進捗状況（新規応募団体は記載不要） 

・総括コーディネーター１名、地域日本語教育コーディネーター２名を設置し、具体的な事業を担当した。 

・総合調整会議を開催すると共に日本語教室関係者による日本語教室ネットワーク会議を開催した。 

・日本語ボランティア育成研修を県内２か所で実施し、新たな人材を確保するとともに既存ボランティアの

スキルアップを図った。 

・これまでに養成した人材等を活用して、文化庁補助金の間接補助により市町村が主体となったモデル教室

を開催した。 

以上のように計画に沿って事業を進めたが、コロナ対応により２度目のネットワーク会議の開催には至らな

かった。 

③前年度までの成果と課題（新規応募団体は記載不要） 

・２回の日本語教育ボランティア養成事業で７７名を養成した。研修では、既存の人材のスキルアップにも

取り組んだ。 

・空白市町村からの参加があったが、コロナ対応による人流抑制のため、当該市町村での教室設置を進める

には至らなかった。 

④令和４年度の目標 

令和４年度は昨年度に引き続き、日本語学習支援者養成研修等による「日本語教室ボランティアの新たな

人材の確保を推進するほか、企業等地域団体と連携した日本語教育環境整備を行う。これにより、日本語教

室の教室数増加に努め、日本語教室空白市町村の減少を図る。 

⑤令和４年度の主な取組内容 

・日本語教育総括コーディネーターの設置と運用 

・日本語教室ネットワーク会議等連携会議の開催 

・日本語教室ボランティア育成研修 

・企業等地域団体と連携した日本語教育環境整備の支援 ※実施見送り 

 

３ 事業の実施体制 

（１）実施体制（図表等を活用して、総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーター、調査

計画推進コーディネーターを含めて記載してください。） 
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大分県では、生活者としての外国人への日本語教育環境整備を、国際政策課が地域国際化協会である（公

財）大分県芸術文化スポーツ振興財団と連携し実施している。日本語教育推進法の制定前は、それらを（公

財）大分県芸術文化スポーツ振興財団が行っていた事から、効果的に事業を実施するため、県内日本語教室

との関係が構築されている（公財）大分県芸術文化スポーツ振興財団へ事業を委託する。 

県が設置した「大分県外国人材受入・共生のための対応策協議会（以下、総合調整会議）」へ事業計画や進

捗状況などを報告し、総合調整会議からの指導・助言など連携しながら事業を進めることとする。 

 

 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪事業の中核メンバー≫ 

 氏名 所属 職名 役割 
１ 三股 耕二  大分県企画振興部  

国際政策課 

課長 事業責任者 

２ 二日市 具正 （公財）大分県芸術文化ス

ポーツ振興財団  

おおいた国際交流プラザ 

所長 受託先事業責任者 

３ 本田 明子 立命館アジア太平洋大学  

言語教育センター 

センター長 

（教授） 

総括コーディネーター 

４ 清田 弘祐 大分県企画振興部 

国際政策課 

主査 地域日本語教育コーディネー

ター 

５ 橋本 靖彦 （公財）大分県芸術文化ス

ポーツ振興財団  

国際交流課 

参事 地域日本語教育コーディネー

ター 

６ 飯田 聡一 （公財）大分県芸術文化ス

ポーツ振興財団  

国際交流課 

次長兼国際交流課

長 

受託先事業担当者 

 
 

大

分

県 

（公財）大分県芸術文化スポーツ振興財団 

総括コーディネーター配置（１名） 

地域日本語教育コーディネーター配置（２名） 

【総合調整会議】大分県外国人材受入れ・共生のための対応策協議会 

（会 長）県商工労働部長 

（構成員）県担当課長（雇用労働、国際、教育担当課）、全市町村の担当部長又は課長、労働局担当課長 

     オブザーバーに大分県技能実習生受入監理団体協議会や大分県外国人総合相談センターなど 

地域の外国人住民 

地域日本語教室 

日本語ボランティア等 

委託 

報告 指導・助言 

連携 
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（２）域内の市区町村、関連団体等との連携・協力体制 
総合調整会議、日本語教室ネットワーク会議等を通じ、県、市町村、日本語教室、外国人住民関係団体等と

のネットワークを構築。 

市町村間、日本語教室関係者間といった横のつながりだけでなく、日本語教室と外国人住民の支援関係者と

いった今までにないつながりの創出にも寄与している。 

 

 

 

４ 令和４年度の実施内容 
（１）実施内容  

１．広域での総合的な体制づくり 

【必須項目】 

（取組①）総合調整会議の設置 

①構成員 

 氏名 所属 職名 役割 
１ 利光 秀方 大分県商工観光労

働部 
部長 統括業務 

２ 曽根田 英雄 大分県市町村振興課 課長 市町村取組状況の把握 
３ 三股 耕二 大分県国際政策課 課長 県内外国人住民数や地域別の特

性などの把握、日本語教室、外国

人住民関係団体との連携、それ

らに関する情報提供 
４ 重親 龍志 大分県教育庁教育

改革･企画課 
課長 外国人児童への日本語支援状況

等についての情報提供 
５ 木内 直道 大分県雇用労働政

策課 
課長 外国人雇用企業の受入環境等に

関する情報提供 
６ 三好 正昭 大分市商工労働観

光部 
部長 ・各市町村における外国人住民

の特性やニーズ、日本語教育環

境状況等の把握、取組の推進 
・総合調整会議での情報共有 
 

７ 松川 幸路 別府市観光・産業部 部長  
８ 榎本 厚 中津市総務部 部長  
９ 廣津 健一 中津市商工農林水

産部 
部長  

10 石橋 直樹 日田市商工観光部 部長  
11 田中 良生 佐伯市観光課 課長  
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12 徳丸 伸一 佐伯市商工振興課 課長  
13 安東 信二 臼杵市秘書・総合

政策課 
課長  

14 佐藤 忠久 臼杵市産業観光課 課長  
15 浜野 克公 津久見市商工観

光・定住推進課 
課長  

16 石井 達紀 津久見市経営政策課 課長  
17 武内 公司 竹田市商工観光課 課長  
18 志賀 郁夫 竹田市企画情報課 課長  
19 小野 政文 豊後高田市地域活

力創造課 
課長  

20 河野 真一 豊後高田市商工観

光課 
課長  

21 内野 剛 杵築市企画財政課 課長  
22 黒田 幸一郎 杵築市商工観光課 課長  
23 田中 康彦 宇佐市秘書広報課 課長  
24 中園 浩一 宇佐市商工振興課 課長  
25 河室 晃明 豊後大野市まちづ

くり推進課 
課長  

26 安藤 久美子 豊後大野市商工観

光課 
課長  

27 日野 正美 由布市総合政策課 課長  
28 古長 誠之 由布市商工観光課 課長  
29 豊田 太三 国東市政策企画課 課長  
30 財前 彰 国東市活力創生課 課長  
31 須賀 宣光 姫島村企画振興課 課長  
32 奥 正人 姫島村水産・観光

商工課 
課長  

33 藤本 周司 日出町まちづくり

推進課 
課長  

34 安田 加津浩 日出町商工観光課 課長  
35 志賀 一哉 九重町商工観光・

自然環境課 
課長  

36 松尾 勝紀 九重町社会教育課 課長  
37 横山 芳嗣 玖珠町みらい創生

課 
課長  

38 池辺 雅文 大分労働局監督課 課長 県内外国人労働者に関する情報
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    提供 
39 二宮 茂 大分労働局職業対

策課 
課長  

40 安井 栄二 大分県中小企業団

体中央会 工業支

援課 

課長 オブザーバー（大分県技能実習生受

入管理団体協議会） 

41 飯田 聡一 （公財）大分県芸術

文化 

スポーツ振興財団  

国際交流課 

次長兼国際交流課長 オブザーバー（地域国際化協会、大

分県外国人相談センター運営委託先） 

42 清田 弘祐 大分県企画振興部 
国際政策課 

主査 事務局 

     
②実施結果 

実施回数 ２回 
実施 
スケジュール 

令和４年７月 第１回総合調整会議の開催 
令和５年２月 第２回総合調整会議の開催 

主な検討項目 ・県内における日本語教室の状況、課題と対応策 
・令和４年度の事業計画の説明、進捗状況の共有 
・事業実施結果の報告と今後の方針について 

（取組②－１）総括コーディネーターの配置 

立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）の日本語教育におけるノウハウの活用、県下への普及を図るため、同

大学 言語教育センター長（教授）に総括コーディネーターを委嘱した。 

【業務】 

 ・本事業の統括（本事業の取組内容や進捗状況の把握、指導、助言） 

・日本語教室ネットワーク会議等での日本語教室への指導・助言 

 ・日本語学習支援者養成研修 講師 

 ・その他、国の動向や先進地事例などの把握、地域日本語教育コーディネーターとの情報共有 

 

 

 

 

 

 

（取組②－２）地域日本語教育コーディネーターの配置に向けた取組 
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地域日本語教育コーディネーターの配置【（〇）】 

地域日本語教育コーディネーターの候補者育成支援【（ ）】 

地域日本語教育コーディネーターに、県事業担当課職員と（公財）大分県芸術文化スポーツ振興財団（地

域国際化協会）職員の２名据える事で、総括コーディネーター、県・市町村などの行政機関、日本語教室・

外国人住民関係団体などの民間団体との連携体制を構築。行政、民間などの縦割りではなく、関係者同士の

横の連携による、効果的な地域日本語教育環境の整備に取り組んだ。 

【業務】 

 〇共通事項：日本語教室の現状把握、総括コーディネーター・日本語教室との情報共有。 

 〇県事業担当課職員：県、市町村、その他行政機関等の情報共有。総合調整会議の対応。 

 〇地域国際化協会職員：外国人住民関係団体との情報共有。 

ネットワーク会議や日本語学習支援者養成研修にかかる業務。 

 

（取組②－３）調査・推進計画策定コーディネーターの配置 

 

【重点項目】 

（取組③）都道府県等の域内における日本語教育の実施に関する連携のための取組 

・県内の日本語教室運営代表者を集めた「日本語教室ネットワーク会議」を開催し、教室間の横のネットワ

ークの構築、各々の活動状況や課題、成功事例等の共有を行った。また県外の先進地から講師を招聘や、国

際交流団体の関係者との交流の場の設定などを通じて、人的ネットワークの強化、個々の教室の活性化、県

全体の日本語教室の活動の底上げを図った。 

 

【日本語教室ネットワーク会議内容】 

＜第 1 回＞  

○開催時期 令和４年７月２９日(水) 10：30～15：30 

○参 加 者 県内日本語教室の運営代表者、総括コーディネーター、地域日本語教育コーディネーター等

（31 名） 

○場  所 大分県立美術館 ２F 研修室 

○内  容 県担当課による日本語教育関連事業の説明 

各教室の活動状況、課題、成功事例の共有 

       総括コーディネーターによる指導、助言 
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＜第２回＞ ※日本語教室ネットワーク会議と国際交流団体のネットワーク会議の合同開催 

○開催時期 令和５年１月２１日(土) 13：30～16：00 

○参 加 者 県内日本語教室の代表者、国際交流団体の代表者、地域日本語教育コーディネーター等（44

名） 

○場  所 大分県消費生活・男女共同参画プラザ（2 階）大会議室 

○内  容 県担当課による日本語教育関連事業・多文化共生事業の説明 

      有識者を招いた講演会 

        「『サードプレイスとしての日本語教室』が推進する多文化共生」 

         講師：NPO 多文化共生プロジェクト代表 深江 新太郎氏 

意見交換 

 

（取組④）市区町村への意識啓発のための取組 

・総合調整会議で、市町村へ日本語教室の重要性や、県内他市町村の取組事例などを共有することで、各市

町村主体の取組を促した。 

・外国人住民関係団体等とのネットワークを通じ、空白市町村での活動を希望する日本語学習支援者の候補

者を掘り起こし、当該市町村と連携し、日本語教室立ち上げに向けた取組の支援を行った。 

・市町村の多文化共生担当職員を、県や関連団体が開催する日本語教育の関連研修・イベントに積極的な出

席を促し、県内外の現状や解決すべき課題について、課題意識の共有を図った。 

（取組⑤）日本語教育人材に対する研修 

【日本語学習支援者養成研修 初級者向け】 

○開催地域 ２地域（豊肥：竹田市、東部：国東市）＋県域（宇佐市） 

○開催時期 豊肥地域令和 4 年 5 月 15 日～5 月 29 日 東部地域令和 5 年 1 月 22 日～2 月 5 日 

 県域（宇佐市）令和 5 年 2 月 26 日 

○講  師 総括コーディネーター 

○回  数 地域研修３回×２地域 県域研修１回×１地域   

      参加者数（実人数） 豊肥地域：３８名 東部地域：２２名 県域（宇佐市）：８０名 

○内   容  地域研修 

①日本語学習支援者の役割 ②外国語としての日本語 ③カリキュラムの作り方 

④名詞文の教授法 ⑤形容詞文の教授法 ⑥動詞文の教授法 

      県域研修 外国人学習者による「日本語おしゃべり会」 

 

（取組⑥）地域日本語教育の実施  
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実施するものに○  【 】都道府県・政令指定都市が主催する地域日本語教育 

          【 】日本語教育実施機関団体等への地域日本語教育 

 

実施箇所数  
受講者数 

（実人数） 
 

活動１ 

 

活動２ 

 

活動３ 

 

（取組⑦～⑭）その他の取組 

 

 

２．市区町村の日本語教育の取組への支援 

（取組①）市区町村を支援して実施する日本語教育 

 

日田市・豊後大野市の 2 市が実施する日本語教室の開催、日本語学習支援者ボランティア研修にかかる事業

を支援した。 

 

【日田市】 

〇事業概要：市内に在住する外国人に対する、日常生活を行う上で必要な日本語の「読み」「書き」の学

習支援及び市内で行われる各種イベントへの参加による異文化交流の啓発・発信。ならびに

外国人等に日本語を正しく伝えるスキルを持つ支援人材の育成。 

〇開催日：毎月第１・３日曜日 

〇開催回数：18 回 R4.4月～R5.2 月 ※8 月・9 月はコロナ拡大のため中止。 

〇受講者数：延べ 390 人 
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〇実施場所：日田市複合文化施設アオーゼ会議室 

 

〇受講者募集方法：外国人転入者へのチラシ配布、学校長へのチラシ配布等 

〇内容：日常で使用するような日本語の学習、日本や日田市の文化に触れるイベント等 

〇日本語ボランティア：27人 

 

【豊後大野市】 

〇事業概要：旧町村（7 町村）単位での日本語教室の開催と日本語教師ボランティアのスキルアップ 

      および、外国人を雇用する事業所を訪問し、ニーズや実態を聞き取る調査。 

〇実施内容： 

・教室の開催（令和 4 年 5 月～） 

            ・交流会形式（行事体験など） 

            ・主に地域で生活するために必要な日本語（方言等含む） 

・日本語スキルアップ研修（令和 5 年 2 月まで 全 5 回） 

・ニーズ調査（令和 4 年 6 月～） 

          （対象）外国人雇用事業所 

          （調査項目）外国人雇用に対する意識･実情等について 

                地域日本語教室に期待すること等について 

・新規日本語ボランティア養成講座（令和 4 年 7 月～9 月 全 12 回） 

・外国人雇用事業所との協議（報告･検討）（令和 5 年 2 月）  

 

〇教室開催場所：豊後大野市内の地区公民館等 

〇対象者：外国人市民（各回・会場 2～5 人） 

〇日本語ボランティア（各回・会場 2～5 人） 

・日本語ボランティア：17 人 

 

（取組②）取組１以外の日本語教育を行う団体を支援して実施する日本語教育 

  

 

 

 

 

 

 

３．「日本語教育の推進に関する法律」第１１条に基づく基本的な方針の作成 
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（取組①）基本的な方針を作成する上で必要となる委員会の設置 

【委員会の実施結果】 

実施回数  

実施 

スケジュール 

 

主な検討項目  

 

【設置する委員会は、条例に基づく委員会か】 

【  】条例に基づく 【  】それ以外（※どちらか○で選択） 

 氏名 所属 職名 役割 

１     

２     

３     

４     

５     

６     

７     

８     

９     

10     

11     

12     

13     

14     

15     

（取組②）委員会における審議の基礎資料とするための調査実施 

 

 

 

 

 

 

（取組③）委員会における調査審議を踏まえた基本的な方針の作成 

 

 

 

５ 主要な取組の実施状況 
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令和４年４月 R4.4 月～R5.2 月 間接補助市町村による日本語教室運営 

4/1 総括コーディネーターの委嘱、地域日本語教育コーディネーターの設置 

５月 5/15～5/29 日本語学習支援者養成研修（豊肥地域） 

６月  

７月 7/22 第１回総合調整会議 

7/29 第１回日本語教室ネットワーク会議 

８月  

９月  

１０月  

１１月  

１２月  

令和５年１月 1/21 第２回日本語教室ネットワーク会議 

1/22～2/5 日本語学習支援者養成研修（東部地域） 

２月 2/21 第２回総合調整会議 

2/26 日本語学習支援者養成研修（県域） 

３月 下旬 事業終了、実績報告書の提出 

 

６ 評価と検証 

１．令和４年度の計画の評価と検証方法 

【令和４年度の目標】（再掲） 

令和４年度は昨年度に引き続き、日本語学習支援者養成研修等による日本語教室ボランティアの新たな人

材の確保を推進するほか、企業等地域団体と連携した日本語教育環境整備を行う。これにより、日本語教室

の教室数増加に努め、日本語教室空白市町村の減少を図る。 

【令和４年度の目標達成に向けた指標（定量評価・定性評価を含む。）】 

本事業では、学習支援者の確保、日本語教室数増加、空白市町村減少のために以下の取組を主たる取組とし

て実施した。 

 

・既存の日本語教育における人材の把握・課題の共有 

・新規日本語教育人材の育成 

・既存の日本語教育人材のスキルアップ、ネットワークの構築 

これらを有機的に連携するための指標として以下の点から評価を行った。 

 

【指標１：定量評価目標】 

・総合調整会議、日本語教室ネットワーク会議開催数 

〇目標値 各２回 （前年 総合調整会議 ２回、 ネットワーク会議 １回） 
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〇実績値 各２回 （   総合調整会議 ２回、 ネットワーク会議 ２回） 

 ⇒予定通り開催し、市町村・日本語教育関係者らとタイムリーな情報共有を行った 

 

【指標２：定量評価目標】 

・日本語学習支援者 養成人数 

〇目標値 ８０名（１地域４０名×２地域） （前年 ７２人） 

〇実績値 ６０名（豊肥地域： ２２名  東部地域： ３８名 ） 

     ⇒日本語教室を実施していない空白市町村での開催ということ、また、新型コロナウイルスの

感染拡大にいる辞退者なども出たことなどから、最大受け入れ人数には達しなかったが、過

疎化が進む地方においても多くの方が受講し、裾野拡大を担う人材の育成につながった。 

【指標３：定性評価目標】 

  ・本事業が育成した人材を活用して新たに開設された日本語教室の数 

  〇目標値  １教室（前年 ０教室） 

  〇実績値  ０教室 

      ⇒今年度は新型コロナウイルスの拡大なども影響し、新たな教室設置には至らず。 

次年度は空白市町村と連携し、トライアルの日本語教室を開催する予定。 

 

【指標４：定性評価目標】 

  ・本事業が育成した人材を活用した市町村の満足度 

  〇目標値 満足度 ８０％（前年 測定なし） 

  〇実績値 満足度 １００％（対象：２市） 

      ⇒間接補助制度を活用して日本語教室を運営する２市に聞き取り。 

次年度はトライアル日本語教室を開催する市町村も対象に含めて聞き取りを行う予定。 

 

【検証方法】 

・定量評価目標は、当県において数値を集計。 

・定性評価目標は、日本語教室や日本語学習支援者へ実施するアンケートを通じて、効果を調査。 

 上記指標は総合調整会議にて共有し評価を得る。 

 

２．その他、令和４年度事業の評価と検証方法 

 

 

７ 検証を踏まえた課題と今後の展望 

１．検証を踏まえた課題と今後の展望 
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（１）検証を踏まえた課題 

○日本語学習支援者の確保の継続と支援技法の向上について 

令和２年度は県単独、令和３・４年度は文化庁事業を活用して、県内６地区で日本語学習支援者（ボラン

ティア）養成事業を実施し、１９４名を養成した。引き続き、養成する必要があるが、県内一円を対象とす

る募集の手法について工夫する必要があると考えている。 

また、既存の日本語教室から日本語教授法の技法向上講座の要望があり、併せて、これまで養成した支援

者のインセンティブを維持するためにも、支援技法向上の取組を行う必要がある。 

 

（２）今後の展望  

 支援者の確保については、県・市町村広報紙の掲載、既存の日本語教室への働きかけ、外国人労働者関係

団体への周知などを検討する。また、支援技法の向上については、今後、県の総括コーディネーター等を活

用して日本語教室・日本語教育関係者と意見交換を行いながら、講座の実施を検討する。 

 

２．その他、課題と困難な状況への対応方法等 

（１）課題と困難な状況への対応方法  

○日本語教育関係機関・団体との連携について 

前述のとおり、これまで日本語学習支援者（ボランティア）養成事業を実施し支援者拡大に取り組んでき

た。養成内容の統一性を図るため、講師は県の総括コーディネーター・地域コーディネーターが担当してき

たが、一方で、前述のように支援者の質的向上と有資格者等の人材確保を図るためには、県内の日本語教育

関係機関・団体などとより綿密に連携する必要がある。今後、ネットワーク会議にそれらの機関・団体を参

加要請するなど連携について検討する。 

 

○地域日本語教室の設置拡大について 

県内には日本語教室空白市町村が多いことから、解消を図るため、支援者（ボランティア）養成事業を行

うなど、当該市町村での日本語教育の周知に努めた。併せて、県内所在の介護施設の外国人労働者対象とす

る県社会福祉協議会主催の日本語研修に県の地域コーディネーターが参加し、介護施設との連携を図った。

今年度までコロナ感染症対策で特に介護施設従事者の外部接触が制限されていたため、地域の日本語教室参

加に困難を来したが、次年度は、空白市町村において介護施設従事者を核とする地域日本語教室を検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

16 
 

【参考写真一覧】 

取組番号 写真名 

1-③  日本語教室ネットワーク会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-⑤ 日本語学習支援者養成研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-①-1 日田市日本語教室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-①-2 豊後大野市日本語教室 



 

17 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考資料一覧】 

取組番号 資料名 NEWS 掲載 

   

   

   

   

 

 

 


